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第1章 計画策定について 
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第 1 節 計画の趣旨 

 

本市は、平成 9 年 12 月 16 日、「松戸市基本構想」を策定し、その中で本市のまちづ

くりの基本理念として 

⑴   人権が尊重されすべての人が安心して暮らせるまち 

⑵   快適な環境の中で人と人が支え合う地域社会のあるまち 

⑶   地球にやさしい市民の交流を支える活力と魅力あるまち 

を掲げ、この基本構想に基づく総合計画前期基本計画が平成 10 年度からスタートし、

平成 23 年度から平成 32 年度までの 10 年間を期間とする総合計画後期基本計画が平成

23 年度から新たにスタートしています。 

 

「松戸市基本構想」における社会福祉の施策の大綱については、「豊かな人生を支え

る福祉社会の実現」を標榜し、 

「一人ひとりの市民が、その生涯を通してそれぞれの生活に合わせた成長発達がで

き、いつでも心のはりをもった豊かな人生を送れるよう、保健・医療・福祉の機会を

拡充していきます。また、思いやりのある福祉が充実し、地域の活力を維持し、増進

できる地域社会をめざし、互いに支え合って生きることができる福祉社会を実現しま

す。」 

と定めており、この基本構想に沿って高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画がそれ

ぞれ計画内容の充実を図りつつ改訂を重ね、現在に至っています。 

 

今期の『いきいき安心プランⅤ（第 7 期高齢者保健福祉計画・第 6 期介護保険事業

計画）』の改訂にあたっては、2025 年（平成 37 年）のいわゆる団塊の世代＊がすべて、

75 歳後期高齢者年齢に到達することに伴い、単身独居や夫妻のみの高齢者世帯及び認

知症である高齢者の増加が見込まれます。 

このため、介護保険制度の持続可能性を維持しながら、各地域の実情を考慮しつつ、

高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて、自立した日常生活を

営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援

が包括的に確保される体制「地域包括ケアシステム」を構築することが必要となるた

め、2025（平成 37）年を見据えた社会情勢の推計及び目標の設定のもと、基本構想の

実現を目指し、今期事業計画を策定しました。 
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第 2 節 計画の位置づけ 

 

⑴   本計画は、21 世紀の松戸市が、市民にとって豊かな生活ができるよう、また安心

して安全で快適に暮らせるよう、今後の松戸市のあるべき姿をまとめた最上位計画

である「松戸市総合計画」に盛り込まれている保健、医療及び福祉部門の計画の一

つに位置づけられるものです。 

⑵   本計画は、平成 6 年度から平成 32 年度までを計画期間とする「高齢者保健福祉計

画」の実施計画として位置づけられるものです。 

⑶   本計画は、松戸市地域福祉計画との整合性・調和を図るほか、保健施策、医療施

策、障害者施策、住宅施策、協働のまちづくりなどの諸計画との整合性、調和を図

るものです。 

⑷   本計画は、高齢者の福祉、介護、保健、医療、生きがいや社会参加及びまちづく

りなどの高齢者施策全般に関わる計画であるとともに、高齢者を中心とした地域社

会での生活のあり方に深くかかわる計画であり、市民の参画及び各種団体などと行

政との協働により計画の推進を図るものです。 

 

 松戸市の行政計画における「いきいき安心プラン」の位置づけ 
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高齢者

保健福祉

計画・

基本構想

基本計画

障
害
福
祉
計
画

障
害
者
計
画

そ
の
他
部
門
計
画

特
定
健
康
審
査
等
実
施
計
画

健
康
増
進
計
画
（
健
康
松
戸
21
）

松戸市

総合計画

基本構想

松戸市総合計画

基本計画

いきいき

安心

プラン

まつど

（高齢者

保健福祉

計画・介

護保険事

業計画）

社会福祉協議会

地域福祉活動計画

食
育
推
進
計
画



5 
 

第 3 節 計画策定の法的根拠 

 

「老人福祉計画」は、老人福祉法第 20 条の 8 の規定に基づき、また、「介護保険事

業計画」は、介護保険法第 117 条の規定に基づき策定が義務付けられており、この 2

つの計画は、それぞれの法において「一体のものとして作成されなければならない。」

と定められており、また、「地域包括ケアシステム」の構築には、保健、医療、福祉及

び居住に関する各分野の連携が不可欠なため、総合的な計画として策定することとし

ています。 

 

 参考法令 

老人福祉法（昭和三十八年七月十一日 法律第百三十三号）抜粋 

（市町村老人福祉計画） 

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下

「老人福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉

計画」という。）を定めるものとする。 

2 市町村老人福祉計画においては、当該市町村の区域において確保すべき老人福祉事

業の量の目標を定めるものとする。 

7 市町村老人福祉計画は、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事

業計画と一体のものとして作成されなければならない。 

8 市町村老人福祉計画は、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他

の法律の規定による計画であって老人の福祉に関する事項を定めるものと調和が保

たれたものでなければならない。 

（平成二十三年法七十二号・一部改正） 

 

介護保険法（平成九年十二月十七日法律第百二十三号）抜粋 

（市町村介護保険事業計画）  

第百十七条  市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護

保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計

画」という。）を定めるものとする。  

6 市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村老人

福祉計画と一体のものとして作成されなければならない。  

7 市町村介護保険事業計画は、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画そ

の他の法律の規定による計画であって要介護者等の保健、医療・福祉又は居住に関

する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

（平成二十三年法七十二号・一部改正） 
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第 4 節 計画期間 

 

本計画の期間は、平成 27 年度を初年度とし、平成 29 年度までの 3 か年とします。 

ただし、「介護保険事業計画」については、いわゆる団塊の世代が後期高齢者となる

2025（平成 37）年度のサービス水準、給付費や保険料水準なども推計し、その将来像

も見据えた上での計画策定に努めています。 

 

 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定経過と今後の計画策定 

 

※平成 17 年度までは、「5 年を一期とし、3 年目に見直しを図るもの」でしたが、平成

18 年 4 月の介護保険法改正に伴い、平成 18 年度から「3 年を一期とする計画を定め

るもの」と変更されました。 

  

平成 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 32 37

年度 （2003） （2004） （2005） （2006） （2007） （2008） （2009） （2010） （2011） （2012） （2013） （2014） （2015） （2016） （2017） （2020） （2025）

見直し

見直し

見直し

見直し

見直し

※松戸市総合計画　第1次実施計画：平成10年度～平成14年度

※第1期高齢者保健福祉計画（実施計画）：平成6年度～平成11年度

（平成27年度～平成29年度）

（平成21年度～平成23年度）

第6期高齢者保健福祉計画

第5期介護保険事業計画

（平成24年度～平成26年度）

第7期高齢者保健福祉計画

第6期介護保険事業計画

（平成15年度～平成19年度）

第4期高齢者保健福祉計画

第3期介護保険事業計画

（平成18年度～平成20年度）

第5期高齢者保健福祉計画

第4期介護保険事業計画

第1期介護保険事業計画

（平成12年度～平成16年度）

第3期高齢者保健福祉計画

第2期介護保険事業計画

高齢者保健福祉計画　基本計画

（平成6年度～平成32年度）※平成12年3月一部読替

第2期高齢者保健福祉計画

（平成15年度～平成19年度） （平成20年度～平成22年度） （平成23年度～平成25年度） （平成26年度～平成28年度） 第6次実施計画

（平成10年度～平成22年度） （平成23年度～平成32年度）

松戸市総合計画　第2次実施計画 松戸市総合計画　第3次実施計画 松戸市総合計画　第4次実施計画 松戸市総合計画　第5次実施計画 松戸市総合計画

… …

計
画
期
間

松戸市総合計画　基本構想

（平成10年度～平成32年度）

松戸市総合計画　前期基本計画 松戸市総合計画　後期基本計画
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第 5 節 計画策定の背景 

 

介護保険が施行された 2000（平成 12）年から 14 年が経過した平成 26 年 10 月 1 日

現在、本市における 65 歳以上高齢者数は、114,674 人であり、人口 487,304 人に対し、

23.5％と既に超高齢社会＊へ突入している状況にあります。 

また、介護保険第 1 号被保険者＊（65 歳以上高齢者）における要支援及び要介護認

定者数が 18,216 人（15.9％）と、年々増加しています。 

こうした中、全国的にも 2025（平成 37）年には、いわゆる団塊の世代がすべて 75

歳（後期高齢者）に到達して高齢化のピークを迎えることから、現行の介護保険制度

においては、膨大な介護保険事業運営費及び被保険者にかかる高額な保険料負担を乗

り越えることが非常に困難な危機に直面しています。 

しかしながら、進展する高齢化に比例して、介護保険サービスの必要性、重要性は

さらに高まるため、いかに制度の持続可能性を維持し続けられるかが喫緊の課題とし

て、平成 27 年度からの介護保険制度の大幅改正が行われました。 

主な改正内容として、まず 1 点目は、地域包括ケアシステムの構築に向け、高齢者

が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、医療、介護、介護予防、住ま

い及び日常生活支援事業のさらなる充実を図ることが示されました。 

2 点目は、低所得者の保険料軽減を拡充するとともに保険料の上昇を抑制するため、

所得や資産のある人の利用者負担を見直すなど、費用負担の公平化を図ることが示さ

れました。 

これら改正を踏まえ、目指す将来像の実現に向けた計画的、継続的な取り組みを推

進していきます。 
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給されるよ

。 

構築における

ど）

低所得者

住宅改修

相談・調

サービス

医療保険

在宅支援

施設の後

サービス
職の活用
連携強化
設⇔施設

サービス供給）

保障さ
ィアな
の取組

介護保険
どによる

維持・重

予防的な

ようマネジ

今後の検討の

共助

者対策

修

調整

提供

険など

援の充実

後方支援

の適正利用（リハ
）

化（在宅⇔施設、施
設）

険・医療保険制度
給付

重症化予防

視点に立ち

ジメント＊し

のための論点」

公

空き家対策

ファミリー対

権利擁護

虐待防止

ハ

施

な
公費（税金）

人材開発・確

人材育成・確

生活習慣病の

ち、医療、

し、『地域

 

」を基に作成

公助

対策

負担

確保

確保

の予防

 

 



 

 

 介護保

（四 

市町村

を含む、

に、地域

よる地域包

このた

共有し、資

なお、

せる側」、

め、世代を

 

それ

保険事業に

地域包括

は、介護保

地域におけ

包括支援セ

包括支援ネ

めには、市

資源開発、

地域包括ケ

「支えられ

を超えて地

れぞれが今よ

知識・

に係る保険

括ケアシス

保険事業の

ける保健医

センターの

ネットワー

市町村を中

政策形成

ケアシステ

れる側」と

地域住民が

 

より限界点を

・技術の普及

給付の円滑

テムの構築

の運営を核

医療サービ

の適切な運

ークを構築

中心として

成につなげ

テムの構築

という画一

が共に支え

を高める＋

及とネット
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滑な実施を

築を進める

核としなが

ビス及び福

運営を通じ

すること。

て、事業者

、地域づ

築に当たっ

一的な関係

合う地域づ

連携による

ワーク（連

ために

を確保する

る地域づく

ら、地域住

祉サービス

て、多様な

。  

、専門職、

くりに取り

ては、サー

性ではなく

づくりを進

る限界点のさ

連携）化の拡

るための基本

り） 

住民による

スを総合的

な職種や機

、地域住民

り組むこと

ービス提供

く、高齢者

進めていく

さらなる高ま

拡充、強化を

本的な指針

る多様な活

的に提供す

機関との連

民等が地域

。  

供者と利用

者の社会参

ことが重要

まりを実現

を図る

針 

活動の展開

するととも

連携協働に

域の課題を

用者の「さ

参加等を進

要である。

する
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第 7 節 制度改正のポイント 

 

1. 地域包括ケアシステムの構築 

高齢者が地域で生活を継続できるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生

活支援事業の充実を図るため、介護保険制度の地域支援事業の枠組みを活用した効果

的、効率的な取り組みを進めます。  

 

 

 

 

特に、要支援認定 1 及び 2 の人に対する全国一律の介護予防給付から、訪問介護及

び通所介護サービスを市町村が取り組む地域支援事業へ移行し、介護予防・日常生活

支援総合事業として、多様化を図ることになりました。  

また、特別養護老人ホーム＊の新規入所者を、原則として、要介護認定 3 以上の人に

地域包括ケアシステムの構築を推進する

ために

介護保険制度の地域支援事業の枠組みを活用した取り組みの拡充を図る

⑴

⑵

⑶

⑷

⑸

⑹

⑺

⑻

⑴

⑵

⑶

⑴

⑵

⑶

⑴

⑵

⑶

⑷

⑴

① 介護予防事業対象者の把握

② 介護予防の普及啓発

③ 地域介護予防活動の支援

④ 一般介護予防事業の評価

⑤ 地域リハビリテーション活動への支援

⑵

生活支援基盤の整備

過不足がある現行サービスの見直し

民間企業、社会福祉法人、協同組合、ボランティア団体、NPO法人及び地域活動団体
などが供給主体となるサービスの創造

基盤整備のための情報収集、ニーズ把握、新たな供給主体の開発、発掘及び支援などを
担う協議体の設置

ニーズと供給資源のマッチングなどを行う生活支援コーディネーターの養成、配置

効果的な介護予防の推進

一般介護予防事業

介護予防・生活支援サービス事業

認知症施策の推進

認知症ケアパスの作成

認知症初期集中支援チームの設置

認知症支援推進員（コーディネーター）の配置

地域ケア会議の推進

地域支援ネットワークの構築

高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援

地域課題の把握

医療介護連携の強化

地域の医療・介護サービス資源の把握

在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議

在宅医療・介護に関する相談の受付（連携支援センター（相談窓口）の運営）など

在宅医療・介護サービス等の情報の共有支援

在宅医療・介護関係者の研修

24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築

地域住民への普及啓発

在宅医療・介護サービスなどの事業者ネットワークの促進（二次医療圏含む）
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限定することが規定されました。  

 

⑴   新しい介護予防・日常生活支援総合事業の実施 

介護予防・日常生活支援総合事業とは、これまで全国一律の基準及び単価により、

県指定の介護事業所がサービス供給を行っていた、要支援認定者への介護予防給付事

業のうち、訪問介護及び通所介護サービスを、市町村の地域支援事業として、それぞ

れ地域の実情に応じた形態で供給していこうとするものです。 

あわせて、要支援・要介護状態にならないことを目的とする一次予防・二次予防事

業＊も総合事業の中に組み込み、高齢者の多様なニーズに対して、地域全体で支え合う

仕組みづくりを目指します。  

 

 地域支援事業の全体像（制度改正における新旧対照） 

 

厚生労働省資料を基に作成 

 

少子高齢化の進展により、高齢者の単身世帯や高齢者のみ同居の世帯などが増加し

ていますが、介護予防支援の対象者は、身体介護よりも調理、買物、洗濯及び掃除な

ど、生活支援を必要とする人が大半であり、ますますそのニーズが高まっていくこと

が予想されます。  

一方、中重度の在宅要介護者を支えるために必要な専門的サービスの充実も求めら

介護給付（要介護1～5）

介護予防給付
（要支援1～2）

訪問看護、福祉用具など

訪問介護、通所介護

介護予防事業
（介護予防・日常生活支援総合事業（任意））

 二次予防事業

 一次予防事業

包括的支援事業

 地域包括支援センターの運営

地
域
支
援
事
業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～2、それ以外の者）

 介護予防・生活支援サービス事業
• 訪問型サービス

• 通所型サービス

• 生活支援サービス

• 介護予防支援事業（ケアマネジメント）

 一般介護予防事業

包括的支援事業

 地域包括支援センターの運営

 地域ケア会議の充実

 在宅医療・介護連携の推進

 認知症施策の推進

 生活支援サービスの体制整備

任意事業 任意事業

介護給付（要介護1～5）

介護予防給付（要支援1～2）

地
域
支
援
事
業

【 改正前 】 【 改正後 】

継続

事業へ移行

全市町村で実施

多様化

充実

介護保険制度

継続



 

れています

そこで

い、増大す

NPO 法人、

また、

といった

より生き

 

 介護予

 

す。  

、介護職員

する生活支

ボランテ

この活動に

社会的役割

がい感や健

予防・日常

員はより専

支援のニー

ティア団体

に健康で元

割を担うこ

健康感を高

常生活支援

 

専門性の高

ーズは、地域

体及び地域活

元気な高齢

ことで、社

高め、介護

援総合事業
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高い「身体

域の中で、

活動団体な

齢者が参加

社会的孤立

予防につな

業のイメ

 

介護」を中

民間企業

などで担っ

し、支援を

の防止、社

なげること

ージ 

中心とした

、社会福祉

っていく仕

を必要とす

社会的関係

とを目指し

厚生労

たサービス

祉法人、協

組みをつ

する高齢者

係の回復及

します。 

労働省資料を

ス提供を行

協同組合、

くります。

者を支える

及び維持に

を基に作成

 

 



 

介護予

の専門的技

生活援助

は、町会

す。 

こうし

方法の効率

の適正化

 

 介護予

 

防・日常生

技術が必要

サービスは

・自治会な

た地域での

率化にも取

を目指そう

予防給付と

生活支援総

要なサービ

は、NPO法人

などの地域

の支え合い

取り組むこ

うとするも

と総合事業

総合事業に

ビスは、引

人を活用し

域活動団体

いの推進、

ことにより

ものです。

業の供給フ
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おける供給

き続き介護

したり、声

と協働する

供給形態の

、事業の安

 

フロー 

給主体の多

護事業所を

声かけや見守

るなどが取

の多様化を

安定的、継

多様化の例

を利用し、

守りなどの

取り組みの

を図るとと

継続的実施

厚生労

例として、

掃除や洗濯

の安否確認

のイメージ

もに、事

施の実現及

労働省資料を

入浴など

濯などの

認について

となりま

業の実施

び事業費

を基に作成
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厚生労働省資料を基に作成 

 

また、機能回復訓練などの高齢者本人への働きかけだけでなく、地域づくりなどの

高齢者を取り巻く環境整備や風土醸成も含め、介護予防事業を見直します。 

高齢者の地域活動などへの社会参加は、活動を行う高齢者自身の生きがいを生み、

介護予防や閉じこもり防止にもつながることから、活動機会の創設、情報の提供及び

参加の促進などの取り組みに努めていきます。 

年齢や心身の状況などにより区分することなく、健康増進から介護予防への継続的

な取り組みを推進するため、住民主体によるコミュニティの場の充実を支援するとと

もに、リハビリテーション専門職などを活用した自立支援に資する取り組みの強化に

努めていきます。 

  

（訪問型サービス）

既存の訪問介護事業所による身体介護・生活援助の訪問介護

訪問介護 NPO、民間事業者などによる掃除・選択などの生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出しなどの生活支援サービス

（通所型サービス）

既存の通所介護事業所による機能訓練などの通所介護

リハビリ、栄養及び口腔ケアなどの専門職などが関与する教室

NPO法人、民間事業者などによるミニデイサービス

通所介護

コミュニティサロン、住民主体の運動・交流の場
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 介護予防事業見直しのイメージ 

 

厚生労働省資料を基に作成 

 

⑵   特別養護老人ホームの入所要件の見直し 

特別養護老人ホームへの新規入所者を、原則、要介護認定 3 以上の人に限定し、在

宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える施設として、機能の明確化を図ること

になりました。  

なお、既入所者並びに要介護認定 1 及び 2 の人のうち、知的障害、精神障害などを

伴う場合、家族などの虐待が深刻な場合及び常に適切な見守りや介護が必要な認知症

の場合などについては、市の関与の下、特例的に入所を認めるものとされています。 

 

2. 費用負担の公平化 

低所得者の保険料軽減を拡充するとともに保険料の上昇を抑制するため、所得や資

産のある人の利用者負担を見直すなど、費用負担の公平化を図ります。  

 

⑴   低所得者の第 1 号保険料の軽減強化 

給付費の 5 割の公費に加えて別枠で公費を投入し、低所得者の保険料軽減を強化し

ます。 

一方、一定以上の所得のある利用者の自己負担は 2 割に引き上げます。 

また、低所得の施設利用者の食費、居住費を補てんする補足給付の要件に、預貯金、

配偶者の所得及び遺族年金などの非課税年金収入も勘案することになりました。 

 

【　改正前　】 【　改正後　】

介護予防事業

一次予防事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

一次予防事業評価事業

二次予防事業

二次予防事業対象者の把握事業

通所型介護予防事業

訪問型介護予防事業

二次予防事業評価事業

一般介護予防事業

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

介護予防把握事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動支援事業

介護予防・生活支援サービス事業

一次予防事業

と二次予防事

業の区別な

く、地域の実

情に応じた効

果的、効率的

な介護予防事

業の推進

介護予防の機

能強化



 

 介護保

 国の介

 

【　改正前
標準6段

【　改正後
標準9段

別枠公

る軽減

保険制度の

介護保険料

前　】
段階

第1
0.5

後　】
段階

第1段

第2段

第3段

費によ

減強化

の財源構成

料見直しの

第2
5 0.5

段階

段階

段階

第1・2
の統合

第1

世帯非

0.

0.

①
②

①平成27

0.5→

成 

のイメージ

特例 第
第3 0
0.75

② 第
第2

特例
の標

非課税

75

75

7年4月～ ②

→0.45
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ジ 

特例
第3 第4
0.75 1

第4
②

第3 0.9

例第3・4
標準化

世
本人

0.75→0.5

0.75→0.7

平成29年4月～

0.45→0.3

第4
1

第5
1

世帯課税
人非課税

～

厚生労

厚生労

第
第6 1
1.2

第5
1.25

第5の
分割

 

労働省資料を

労働省資料を

第8
第7 1.5
.3

第6の一
の多段階
を標準化

本人課税

を基に作成

を基に作成

第9
1.7

第6
1.5

一段上
階化
化
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⑵   住所地特例の見直し 

介護保険において、介護保険施設などが所在する市町村の財政負担に配慮し、これ

ら施設の入所者に対して入所前の住所地（市町村）が保険者となる住所地特例制度が、

有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅についても、ほかの有料老人

ホームとの均衡を踏まえ、住所地特例対象施設として適用されることになりましたの

で、入所者並びに事業者に対する周知を図り、適正に運営していきます。 

 

⑶   小規模な通所介護の地域密着型通所介護への移行 

2016（平成 28）年度より、小規模な通所介護事業所については、少人数で生活圏域

に密着したサービスであるとともに、地域との連携や運営における透明性の確保が必

要であり、また、市が地域包括ケアシステムの構築を図る観点から整合性のあるサー

ビス基盤の整備を行う必要があるため、市が指定、監督する地域密着型サービス＊に位

置づけられることになります。 

 

⑷   居宅介護支援事業所の指定権限の委譲 

ケアマネジャー＊（介護支援専門員）の育成、指導及び支援に、市町村がさらに関わ

ることができるようにするため、2018（平成 30）年度より、居宅介護支援事業所の指

定権限が都道府県から市町村へ委譲されますので、人員配置などの運営基準に関わる

条例の制定を進め、市及び地域包括支援センターの役割、機能が十分に発揮されるよ

う、取り組んでいきます。 

  


